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研究成果の概要： 
本研究では、地域高齢者の元気度に応じた多様なニーズに対応できる運動プログラムを準備す

るとともに、このプログラムの実践と普及を図るために、地域と大学、自治体が連携し、各構

成員が世代を越えた交流を通じて、高齢者が運動プログラムに積極的に取り組むためのシステ

ムを構築した。その結果、5 種類の地域高齢者用運動プログラムを考案し普及マニュアルを作

成した。教室型の運動プログラムの実践による立ち上がり動作などの身体機能の向上が確認さ

れ、それが月 1 回程度の教室であっても自宅での実践頻度が高ければ、週 1 回程度の教室型介

入に匹敵する効果がみられることが示唆された。また歩行運動プログラムでは特に姿勢改善の

効果がみられた。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 4,600,000 1,380,000 5,980,000 
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2008 年度 4,700,000 1,410,000 6,110,000 

年度  

  年度  

総 計 13,700,000 4,110,000 17,810,000 

 
 
研究分野：総合領域 
科研費の分科・細目：健康・スポーツ科学・応用健康科学 
キーワード：加齢・老化 
 
１．研究開始当初の背景 
近年、高齢者の介護予防事業の一環として

転倒予防教室を開催し体操や筋力トレーニ
ングなどの運動プログラムの実践が盛んに
行なわれている。しかし、教室開催中は会場
に足繁く通い自宅においても熱心に運動を
実践していても、教室終了後はその実践意欲
も低下し、定期的に運動する習慣を獲得する
ことは極めてむずかしい。高齢者の定期的な

運動実施率を向上させるためには、徒歩で行
ける近隣の会場があること、高齢者の興味や
関心を引き、自己効力感や達成感を味わえる
魅力的なプログラムであること、指導や激励
をするスタッフがいることなどが重要であ
る。 

今後、若年期の運動体験が豊富な団塊の世
代（現在の 60～56 歳）が高齢期を向えると、
高齢者の運動は、体操などの軽運動の実践の



みならず様々な運動やスポーツ種目を利用
したプログラムへのニーズが高まることが
予想される。このニーズの多様化に対応する
ためには、対象となる高齢者の元気度に応じ
た運動の種類や強度の設定を考慮した運動
プログラムの提供が必要である。また、運動
プログラムを継続していくためには、定期的
な教室開催とともに自主的な活動をサポー
トする必要があるが、自主的な活動を推進す
るためには、一緒に活動し励ましあう仲間や
指導者の存在はかかせない。しかし、それに
見合う専門スタッフを市町村が配置するこ
とは財政的に困難である。そのためには、自
治体の介護予防にかかわるスタッフが、地域
の高齢ボランティアや婦人会のメンバーを
組織し、しかも、地域貢献の拠点としての位
置づけられる大学の教員や学生の協力を得
ながら、これら人的パワーを連携させ運動プ
ログラムの実践をサポートするシステムを
構築することが有効と考えられる。これまで
に地域高齢者に対する転倒予防などを目的
とした運動プログラムによる介入研究によ
り、身体機能が向上し転倒予防に有効である
とする知見が数多く得られている。したがっ
て、虚弱高齢者から元気高齢者に至るまで、
その運動の効果を得るためには、身体機能レ
ベルや運動の経験などその特性に応じた有
効な運動プログラムが求められるものの、若
年者のプログラムの負荷量や実施時間を加
減して実施する場合が多く、必ずしも高齢者
用のプログラムが確立されているわけでは
ない。また、長年培われてきた競技スポーツ
のトレーニング内容を活用し、しかも高齢者
の特性に応じた運動プログラムの検討はほ
とんどみられない。さらに、これらの知見の
ほとんどが保健医療の専門スタッフによる
介入であり、介入後は自主的な実践があまり
みられない場合が多く、運動のコンプライア
ンスやアドヒレンスの低さが問題視されて
きた。 
 
２．研究の目的 
本研究では、地域高齢者の元気度に応じた

多様なニーズに対応できる運動プログラム
を準備するとともに、このプログラムの実践
と普及を図るために、地域と大学、自治体が
連携し、各構成員が世代を越えた交流を通じ
て、高齢者が運動プログラムに積極的に取り
組むためのシステムを構築し、プログラムが
地域高齢者のみならず、多世代のボランティ
アリーダーにどのような効果をもたらすの
かを明らかにするとともに、このシステムを
構築するプロセスと問題点を整理すること
を目的として、1)地域高齢者の元気度（身体
機能レベル）に対応し、しかも競技スポーツ
により培われたトレーニング技術を応用し
た内容を盛り込むことによって、高齢者の興

味関心を引き運動アドヒレンスを向上させ
るとともに身体機能の維持・向上が期待でき
る運動プログラムを数種類考案すること、2)
介入地区と対照地区を設定し、考案されたプ
ログラムにより各対象介入群の身体機能や
運動アドヒレンスの向上がどの程度はから
れるのかその有効性を検証すること、3)地域、
大学、自治体の連携によって、自治体スタッ
フと大学スタッフがコーディネイトし、学生、
地域の中年、高齢ボランティアをリーダーと
して養成した上で運動指導を行うシステム
を検討すること、以上を実施した。 
 
３．研究の方法 
(1)対象：65 歳～84 歳の介護保険の要支援・
要介護認定を受けない地域在宅高齢者 
(2)対象地区：東北（宮城県登米市米山町・石
越町・南方町）と九州（宮崎県三股町・宮崎
市佐土原町）の市町村において、介入地区と
対照地区を設定した。 
(3)運動プログラムの設定：高齢者の元気度に
対応した基礎（局所筋力強化）から応用動作
（バランス・歩行能力強化）に至る 5 種類の
運動プログラムを作成した。 
(4) 介入効果の評価のためのベースラインな
らびにフォローアップ測定と調査の内容 
 老人保健法による基本健診に参加する 65
歳以上の高齢者を対象に、介入地区と対照地
区において、ベースライン（2006 年）なら
びにフォローアップ（2007 年と 2008 年）時
に身体機能測定並びに聞き取り調査を行っ
た。 
①測定項目：身長、体重、体脂肪率、血圧、
握力、The timed up and go test、長座位立
ち上がり時間（運動プログラム介入対象者に
は、開眼片足立ちや脚筋力も測定） 
②調査項目：転倒に関する項目、運動習慣、
社会参加の状況、健康度関連 QOL 指標など 
(5)作成した運動プログラムによる介入方法 
①ボランティアリーダーの養成：高齢ボラン
ティアなどを対象に、開発した運動プログラ
ムの実施方法や効果について開発担当者に
よる講義と実技指導を行った（介入地区にて
６回程度実施）。 
②介入地区全域への介入： 
1)ベースライン調査で選定された対象者に
RCT を導入し、片方の群（A 群）のみ考案し
た運動プログラムを実践する運動教室を開
催する（毎週 1 回、6 ヶ月）。もう片方の群（B
群）には、介護予防にかかわる講義のみの教
室を開催する（月 1 回、6 ヶ月）。介入前後に、
介入群と非介入群に対して身体機能測定（歩
行機能や脚筋力など）や聞き取り調査（健康
度関連 QOL 指標、生活習慣など）を行った。 
2)研修を受けたボランティアリーダーを中心
とする最小行政区単位（集会所）における運
動プログラムの実践指導（1 回 1 時間程度、



月１回開催）を行った。介入に際しては、地
域高齢者と指導にあたるボランティアと参
加者との間で茶話会やレク・ゲームなどによ
り、単なる運動実践の場に留まらず、お互い
のコミュニケーションの促進をはかった。ま
た、ボランティアリーダーの活動状況や活動
意識の変化、健康状態、最小行政区単位（集
会所）での介入プログラムへの地域高齢者の
参加状況などの介入プロセスの評価も併せ
て行った。 
 
４．研究成果 
(1)開発した地域高齢者用運動プログラム 
①徒手もしくはタオルなど低負荷レジスタ
ンストレーニング(LRT)“いきいき体操”の
作成 
 タオル等を使用して行うストレッチおよ
びレジスタンストレーニングを開発した。実
施種目を 1つのプログラムにおいて５つ設定
し、高齢者でもプログラム内容を覚えやすい
ように配慮した。作成したのは次の 2 種類で
ある。 

 いきいき体操とめ（タオル等を引っぱ
る、四股踏み、足踏みなど） 

 いきいき体操とめver.2（体幹を捻る、
しゃがみ込みと前屈など） 

②ゴムボールやゴムバンドなど簡易な器具
を用いた筋力維持・増強のための局所高負荷
レジスタンストレーニング(HRT) 
 ゴム製のボールやゴム製バンド（セラバン
ド等）活用した簡易レジスタンストレーニン
グを作成した。高齢者が動作を覚えやすいよ
うに５つの動作にまとめた点は先の LRT の
場合と同様に配慮した。作成したのは次の 2
種類である。 

 いきいきゴムまり体操（ボールを足や
手でつぶすなど） 

 いきいきセラバン体操（セラバンド使
った運動） 

 いずれも実施方法に関するリーフレット
やタオル・布等を作成し高齢者リーダーを中
心に配布した。また、高齢者の好みに応じて
歌謡曲等の音楽に合わせて実施できる実施
パンフレットも作成した。 

③武道系（柔道）運動を応用したバランスト
レーニング(BBT) 
 柔道の持つ筋力・筋持久力、また平衡性に
優れるという体力学的特徴を考え、高齢者の
転倒予防に向けたバランストレーニングプ
ログラムとして、柔道の動きを取り入れた、
誰もが特別な器具を使わず簡単に行える「柔
の道体操」を考案した。 

動作例）立ち姿勢編・出足払 
 
この体操の特徴は以下の３点である。 

1) 「立ち姿勢」、「寝姿勢」、「椅子に座る姿
勢」の３部から構成されている。 

2) 平衡性、筋力、柔軟性の向上を目指した
動きを取り入れている。 

3) 柔道に関与する動き（柔道が連想される
動き）を取り入れている。 

体操には、タオル、折りたたみ椅子、スト
レッチマットを準備して用いる。また体操を
楽しく身近に感じてもらうため、美空ひばり
の歌う「柔」に合わせて出来るように内容を
構成した。 
④陸上競技系運動を応用した歩行トレーニ
ング(WHT) 
高齢者の歩行時のバランス能力を向上さ

せることを目的とした「楽々歩こう体操」歩
行運動プログラムを考案した。これは陸上競
技のトレーニングとして実際に行われてい
る内容を取り入れ、高齢者向けに難易度を工
夫して行う運動である。最初はまず、立位時
の姿勢を改善することから始め、器具を使わ
ない歩行運動改善のための筋力・バランス能
力向上プログラム。次にラダーやミニハード
ルの器具を使ったトレーニングにより構成
した。 

動作例）ラダーを使用したプログラム 



⑤在宅でも実施可能な音楽やリズムに合わ
せたステップトレーニング(RST) 

場所を選ぶことなく実施でき、普及を進める上
でも優れた運動様式である段の昇降を繰り返す
ステップ運動は、段の高さを低くすれば高齢者
にも実施しやすく、下肢筋を全体的に鍛えること
ができ、同時に全身持久力の改善も期待できる。
このステップ運動を広く一般に普及させるという
観点から、運動効果が期待できかつ簡易に実施
できる運動プログラムの開発を試行した。 

 
表 1 開眼片足立ちからの運動処方 

   （乳酸閾値に相当するビートを示す） 
 
開発にあたっては、60～83 歳（平均 69±7

歳）の男性3名、女性30名を対象に、台高20cm
のステップ台を用意し、40bpm から始め、10bpm
ずつ漸増する多段階漸増運動負荷試験を行っ
た。負荷終了直後に血中乳酸値を測定し乳酸
閾値を決定した（台高 20cm にて 63±16bpm）。
また、簡易に測定できる開眼片足立ちからステッ
プ運動の乳酸閾値を推定した（(r=0.7、台高
20cm での乳酸閾値のビート＝開眼片足立ちの
秒数×0.32+50.8)。その結果、開眼片足立ちか
らのステップ運動の処方を作成した（表 1）。 
 
(2)虚弱高齢者予備軍を対象とした運動教室 
虚弱高齢者予備軍を対象とした運動教室

2006 年 10 月から開始した。教室対象者は、
ベースライン測定において長座位立ち上が
り時間が 4秒以上（下位 25 パーセンタイル）
で、登米市の場合 270 人が選定され、そのう
ち 69 人が参加を希望した。そのうち 11 人は
教室には不参加であった。介入地区において
は作成した運動プログラムを実践する教室
（運動教室）を第Ⅰ期となる 2006 年 10 月〜
2007 年 3 月までに 16 回、講話と軽運動のみ
の教室（健康教室）を第Ⅱ期となる 2007 年 4
月〜同年 9月までに 6回、合計 22 回開催し
た。対照地区においては、逆に健康教室を第
Ⅰ期となる2006年 10月〜2007年 3月までに
6回、運動教室を第Ⅱ期となる 2007 年 4 月〜
同年 9 月までに 16 回、合計 22 回開催した。 

介入地区と対照地区それぞれの健康教室
の参加回数の内訳をみると、両地区ともに不
参加の割合が 7 割以上を占めていた。また、
1回のみの参加者は少なく、健康教室に参加
した者の多くは複数回参加していた。本研究

により、虚弱ハイリスク者のおよそ 2割に対
して直接的な介入指導を行うことができた。 
その結果、性別と年齢、教室前の測定値を共
変量に投入し教室前後と開催頻度の二元配
置分散分析を行った結果、いずれの項目も有
意な交互作用はみられず、握力は教室前後で
両群とも有意に低下したものの、アップアン
ドゴーと長座位立ち上がりの速度は有意に
上昇し教室開催頻度にかかわらず総合的な
身体機能の改善に好影響をもたらす可能性
が示唆された。したがって、今回プログラム
の内容と教室開催頻度による身体機能への
影響には有意な差はみられなかったが、これ
は自宅での体操実践など教室以外で、両群と
も日常から運動を実践していることが教室
の内容や開催頻度の影響を凌駕した可能性
が考えられた。 

10cm 15cm 20cm

10秒以下 80

11〜29秒 90 70

30〜59秒 80

60〜89秒 90 70

90〜109秒 80

110秒以上 90

台高
開眼片足立ち

一方、宮崎市では 2006 年 11 月から 3月に
かけて運動教室を 15 回実施した。教室は、
長座位立ち上がり時間を基準に３秒前後の
グループ（元気）、５秒前後のグループ（や
る気）の 2 種類設定した。元気グループは、
19 名が参加（年齢 74.32±6.15）し、やる気
グループは 16 名が参加（年齢 80.65±6.38）
した。その結果、元気グループは、全項目（11
項目）で数値の向上がみられ、有意に向上し
たのは握力、脚伸展力、長座位体前屈、開眼
片足立ち（左右）、アップアンドゴー、立ち
上がりの７項目であった。やる気グループは、
11 項目中７項目で向上がみられ、下がったの
はサイドステップ、ファンクショナルリーチ、
通常速度歩行時間、立ち上がりの 4項目、開
眼片足立ち（左）、アップアンドゴーが有意
に向上した。また姿勢の改善効果については、
前額面において、分析した６項目のうち体幹
の傾きを除く５項目に有意な改善がみられ
た。 

 
(3)教室参加の効果（教室参加群と不参加群の
比較） 
①外出および交流頻度とうつ傾向 

教室参加群と不参加群における介入前後
の各項目の分布を示している。ベースライン
時（2006 年）の閉じこもりの割合は、参加群・
不参加群それぞれ 4.3%と 4.8%であり、両群
間に差はみられなかった。教室終了直後の第
1回フォローアップ時点（2007 年）では、参
加群・不参加群それぞれ 4.3%と 5.5%であり、
不参加群において若干の増加がみられるも
のの両群間には有意な差はみられなかった。
第 2 回フォローアップ時点（2008 年）では、
教室参加群の閉じこもりは 0%となり、対照的
に不参加群では 7.9%と増加していた。健康教
室終了後の 1年間は、研究者による直接的な
介入効果は期待できないものの、教室参加群
と不参加群において閉じこもり率に有意な
差がみられたのは、参加者が自身の健康増進



のために積極的に取り組むように働きかけ
たことによる効果と、ボランティアリーダー
による小地区単位の活動に参加するように
呼びかけたことによる効果が相乗的・相加的
に作用したのではないかと考えられた。 
 抑うつ傾向に関しては、ベースライン時
（2006 年）のうつ傾向の割合は、参加群・不
参加群それぞれ 21.3%と 24.8%であり、両群
間に差はみられなかった。教室終了直後の第
1回フォローアップ時点（2007 年）では、参
加群・不参加群それぞれ 14.9%と 23.6%であ
り、参加群において 6.4 ポイントの減少がみ
られた。第 2回フォローアップ時点（2008 年）
では、教室参加群のうつ傾向の割合は 12.8%
となり、対照的に不参加群では 27.9%であり、
不参加群のうつ傾向の割合が有意に高い値
を示した。GDS スコアが 6ポイント以上を抑
うつ傾向とした場合、教室参加群では改善し、
不参加群では増加傾向にあった。 
②食品摂取頻度と生活機能 
ベースライン時（2006 年）における参加群

と不参加群の老研式活動能力得点を比較し
た結果、手段的自立、知的能動性は参加群が
有意に高い傾向が認められた。1年後（2007
年）には、参加群はすべての項目で不参加群
よりも高い値を示した。特に、老研式活動能
力得点、手段的自立、知的能動性に有意な差
が認められた。ベースラインとの比較では、
参加群の食品摂取多様性得点（6.52→6.89）
が有意に上昇し、不参加群の食品摂取多様性
得点（6.71→6.45）、老研式活動能力得点
（12.10→11.80）、手段的自立（4.86→4.72）
は有意に低下した。2 年後（2008 年）には、
参加群はすべての項目で不参加群よりも高
い値を示した。特に、老研式活動能力得点、
手段的自立、社会的役割に有意な差が認めら
れた。ベースラインとの比較では、参加群の
知的能動性（3.76→3.59）が有意に低下し、
不参加群の食品摂取多様性得点（6.71→
5.91）、老研式活動能力得点（12.10→11.82）、
手段的自立（4.86→4.70）が有意に低下した。
特に不参加群の食品摂取多様性得点は低下
幅（－0.8）が大きかった。 
次に、各項目における参加群と不参加群の

経年変化（2006－2007－2008）について、性・
年齢を調整して一般線形モデルの反復測定
を用いて検討した結果、食品摂取多様性得点
は、経年変化と参加群と不参加群との間に有
意な交互作用が認められた。しかし、老研式
活動能力得点、手段的自立、知的能動性、社
会的役割においては、有意な交互作用は認め
られなかった。 
③体力自己評価 
ベースラインにおける体力自己評価の値

をみると、全ての項目において参加群の値が
不参加群よりも大きかったが、有意差が認め
られたのは腕力および昇段の 2項目のみであ

った（腕力：p<0.05，昇段：p<0.01）。 
介入前後の値の変化については、不参加群

では（全項目の総和である PSE得点を含めた）
10項目中9項目において値が低下したことに
対し（脚力では有意差あり，p<0.05）、参加
群では PSE 得点、持久力、脚力、姿勢、腕力、
及び昇段で低下したものの（腕力では有意差
あり，p<0.01）、起立、敏捷性、及び平衡性
の 3項目は上昇、柔軟性は値が維持されてい
た。これらのうち、起立に関しては、ベース
ラインでは参加群と不参加群との間に有意
差がなかったが、介入後は参加群の値が上昇
（不参加群は低下）し、両群の間に有意差が
示された（p<0.05）。一方、腕力については、
教室群の値が介入前後で 0.78 から 0.60 へと
有意に低下したことに対し、不参加群では
0.59 から 0.60 とほぼ維持しており、教室前
後と群の間に有意な交互作用が認められた。 
これらの結果は、本研究における介入（運動）
が転倒予防を意図した内容で構成されてい
るため、参加者にとっては下肢中心のトレー
ニングを実践したという印象を与えた可能
性が考えられる。 
 
(4)高齢者ボランティアリーダー活動積極的
介入による効果 
高齢ボランティアリーダーの養成が初年

度となる残り２地区を対照地区として両地
区の地域高齢者の生活習慣や体力測定値を
比較した。その結果、運動教室と併せて養成
した高齢者ボランティアリーダーによる地
区活動を積極的に展開している介入地区と
対照地区とを比較すると、介入地区では転倒
率や閉じこもり率が 1年目に有意に低下しそ
の後維持する傾向が、食品多様性得点につい
ては、介入地区と対照地区でボランティアの
自主活動が盛んな地区では上昇する傾向を
示した。体力については、握力が介入地区で
維持される傾向を示し、長座位立ち上がりや
Up & Go は速くなる傾向がみられた。しかし、
運動習慣に関しては、体操や散歩の実施率で
は当初介入地区が高率であったものの、その
後 2年間で低下する傾向を示し、対照地区で
は上昇する傾向がみられた。活動意欲が低下
しないような自主活動促進への働きかけが
必要と考えられた。 
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